
評価調査結果要約表（和文） 

１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：ジェンダー政策立案支援計画プロジェクト 

分野：ジェンダー主流化/WID 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA カンボジア事務所 協力金額：総投入額 約 3 億 7,885 万 3,000 円（予定） 

(R/D): 2003 年 4 月 1 日～2008 年 3

月 31 日 

先方関係機関：女性省(MoWA)、計画省統計局(NIS)、農林水産

省(MAFF)、鉱工業・エネルギー省(MIME)、商業省(MoC)、農

村開発省(MRD)、労働･職業訓練省(MoLVT) 

(延長): 日本側協力機関：内閣府男女共同参画局 

協力期間 

(F/U) : 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では 25 年にわたる内戦の影響で、男性人口が女性人口に比べ

顕著に少なく、又女性世帯主世帯の割合も非常に高くなっている。全人口の過半数以上を占める女性が、社会経

済復興・開発の多くの場面で重要な役割を担うようになった一方で、男性に比べ女性の社会経済的地位は低く、

女性世帯主世帯の多くが貧困層に属している。また、女性に対する暴力等、女性に不利な状況が続いている。こ

のような課題に取り組むために、カンボジア政府は 1992 年に女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する

条約（Convention on the Elimination of all Forms of Discrimination against Women：CEDAW）を批准し、1993 年に

は男女平等を謳った憲法を制定した。1996 年には現在の女性省（Ministry of Women's Affair：MoWA）が設立さ

れ、2001 年には国家女性評議会（Cambodia National Council for Women：CNCW）が発足した。同時に、カンボジ

ア政府は MoWA 職員を対象としたジェンダー主流化のための情報整備・分析、調査、政策立案能力強化に焦点

をあてた技術協力を要請した。 

2002 年 12 月に技術協力プロジェクト「ジェンダー政策立案支援計画プロジェクト」の討議議事録（Record of 

Discussion：R/D）が締結された。同プロジェクトは MoWA を実施機関とし、計画省統計局（National Institute of 

Statistics：NIS）、農林水産省（Ministry of Agriculture, Forestry, & Fishing：MAFF）、労働･職業訓練省（Ministry of 

Labor and Vocational Education and Training：MoLVT）、鉱工業・エネルギー省（Ministry of Industry, Mines, & Energy：

MIME）、商業省（Ministry of Commerce：MoC）、農村開発省（Ministry of Rural Development：MRD）（以下、「関

係省庁」と記す）とともに 2003 年 4 月～2008 年 3 月までの 5 年間を協力期間として実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

 平和と発展を支える重要な要素であるジェンダー主流化が、カンボジア政府（RGC)において推進される。

 

（2）プロジェクト目標 

 MoWA 及び関係省庁においてジェンダー主流化を促進するための組織的能力の向上が図られ、カンボジ

ア政府においてジェンダー主流化の効果的メカニズムが開発される。 

    

（3）成 果 

1)  MoWA や関係省庁の機能が、ジェンダー情報の入手・維持管理や調査立案能力、ジェンダー情報分析、



ジェンダー視点に立った事業立案の能力、立案されたジェンダー視点に立った事業の実施及び実施に係る

調整・促進能力、立案されたジェンダー視点に立った事業実施のモニタリング及び評価能力、実施された

事業の教訓の抽出と、それを基にしたジェンダー視点に立った政策提言能力の向上により強化される。

2)  MoWA と関係省庁や非政府組織（Non-Governmental Organizations：NGO）、研究機関といったネットワ

ーク組織とのネットワークが構築され、日本や他の国の本部機構などの関連組織との関係が強化される。

 

（4）投入（2007 年 9 月時点） 

  日本側：総投入額 約 3 億 7,885 万 3,000 円（予定) 

   長期専門家派遣 述べ 5 名      機材供与      6 万 5,231 米ドル及び 103 万 5,000 円 

短期専門家派遣 述べ 12 名     

在外事業強化費 約 43 万 3,000 米ドル(うちパイロット事業 8 万 400 米ドル) 

研修員受入   述べ 30 名(関連集団研修参加者等を含む) 

（分野：ジェンダー統計、ジェンダー平等推進、行政官のためのジェンダー主流化政策、

農村女性のエンパワーメント、漁村開発におけるジェンダー主流化、女性の起業家開発）

  相手国側： 

カウンターパート（Counter Part：C/P）配置 C/Ps〔MoWA 及び合同調整委員会（Joint Coordination 

                   Committee：JCC）〕 21 名    

                政策分析タスクフォース（Policy Analysis Task Force：PATF）

 述べ 37 名    

 土地・施設提供 プロジェクト事務所、駐車スペース、会議室等 

 ローカルコスト負担 約 5 万 7,700 米ドル 

２．評価調査団の概要 

調査団員 
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ジェンダー主流化：田中由美子 

 

ジェンダーネットワーク：安田伸

プロジェクト(プログラム)管理：

前川憲治 
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独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員（アジア地域支援事務

所 広域企画調査員） 

内閣府 男女共同参画局 推進課 企画官 

独立行政法人国際協力機構 社会開発部 第二グループ 都市地域

開発・平和構築チーム長 

役務コンサルタント 

独立行政法人国際協力機構 カンボジア事務所 企画調査員（グッ

ドガバナンス） 

MoWA 大臣 名誉プロジェクトダイレクター 
MoWA 次官 プロジェクトダイレクター 
MoWA NIS 局長 プロジェクト担当 

調査期間  2007 年 10 月 16 日～2007 年 11 月 14 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

プロジェクト目標は、C/P と複数の省庁を横断して組織された PATF の能力向上やジェンダー主流化のネット

ワークの構築という成果の達成を通じて、以下のとおりおおむね達成されている。 

 指標１．MoWA と PATF から関係省庁へ出されたジェンダー視点に立った政策提言の認知度 

 MoWA のファシリテーションと計画省（Ministry of Planning：MoP）との協力の下、関係 5 省庁において、

ジェンダー視点に立った政策提言が作成され、製本されている。特に、ボトムアップ形式で、地方の現場での



事業実施の経験を基にして、関係者で議論を重ねながら政策提言を作成したこと、その内容が現実を反映して

実践的であることが、評価されている。 

 指標２．ジェンダー視点に立った政策立案や実施、モニタリング、評価手法 

 プロジェクトでは、ジェンダー政策立案支援プロジェクト（Project on Gender Mainstreaming and Policy

Development through Upgrading Information and Research Capacity：PGM）メソットと命名された、ジェンダー視

点に立った既存政策のレビューを含む政策立案のための調査分析、政策を実行に移すための施策の計画、実施、

モニタリング評価、そして以上の結果を踏まえた政策立案という、一連のステップを網羅した手法を開発した。

これは、事業実施による教訓抽出型の政策研究とその実践を通じた C/P と PATF への能力強化を兼ねた政策立

案手法である。 

 

 上位目標が達成される土台もでき上がりつつある。既に、国家戦略開発計画〔（National Strategic Development 

Plan：NSDP）2006～2010 年〕にジェンダー主流化の取り組みが記載されており、また、カンボジアミレニアム

開発目標（Cambodia Millennium Development Goals：CMDG）においてもジェンダー平等関連の項目において、

目標が設定され、各セクターの事業計画に取り込まれ、目標達成のための活動が始まっている。MoWA の 5 年計

画である Neary RattanakII（2004～2008 年）においてもジェンダー主流化を積極的に促進する方針が打ち出され

ている。 

 プロジェクト活動を実施するにあたっての投入のタイミングや量は、おおむね良好だったが、以下の留意点が

認められた。 

 地方の事業実施を支援する専門家は短期で投入されていたが、専任の長期専門家の派遣が望ましかった。

 地方の事業の評価ワークショップに関してはローカルコンサルタントを傭上する形で活動を実施したが、成

果物の質を鑑みると公示による短期専門家の投入が望ましかったと思われる。 

 プロジェクトの最初の 3 年間に計画以上に基礎研修を実施したことは、プロジェクト目標の達成を可能と

し、プロジェクトの有効性を高めたものとして評価される一方、PGM メソットを地方の事業実施を通じて

実践する期間の短縮を招く要因ともなった。 

 本プロジェクトは、国内支援委員会が設立されていない。そのために、プロジェクトの専門性やマネージメン

トに対する支援やアドバイスを受けることができず、プロジェクトがジェンダー主流化メカニズムの内容を検討

する際などに、試行錯誤を重ねる結果となった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

 本プロジェクトは、カンボジアの NSDP や MoWA の 5 年計画、日本の 2002 年 2 月付カンボジア国別援

助計画、2004 年度 JICA 国別事業実施計画、2005 年 2 月に策定された政府開発援助（Official Development 

Assistance：ODA）中期政策とも合致しているだけでなく、短期専門家の派遣や本邦研修を通じて、内閣府

が中心に行っている日本のジェンダー主流化の経験の共有を促進しており、妥当性は高かったと判断され

る。 

 

 （2）有効性 

 プロジェクト目標が、C/P と PATF の能力向上やジェンダー主流化のネットワークの構築という成果の達

成を通じておおむね達成されており、有効性は高かったと判断される。プロジェクトが国連開発計画

（United Nations Development Programme：UNDP）とともに支援を行っていたジェンダー分野の活動を行う



テクニカルワーキンググループ・ジェンダー（Technical Working Group on Gender：TWGG）や、関係省庁

におけるジェンダー主流化の促進を担当するジェンダー主流化アクショングループ（Gender Mainstreaming 

Action Group：GMAG）が制度として整備されたことも、プロジェクト目標達成の貢献要因となった。 

 

 （3）効率性 

 C/Pと PATFの能力強化の必要性から、本来計画になかった基礎研修をより重点的に実施することとなり、

PGM メソットを実践する期間が当初予定より短くなるという留意点が認められたが、プロジェクト活動を

実施するにあたっての投入のタイミングや量はおおむね良好だった。また、プロジェクトの成果も、おお

むねプロジェクト活動を通じて達成されていることが確認された。 

 

（4）インパクト 

 上位目標であるジェンダー主流化の促進のための土台はできあがりつつあるが、TWGG や GMAG の体

制の強化、特に GMAG の強化が急務である。GMAG が事業計画（GMAP）を実施できるようになるために

は更なる支援が必要である。 

 C/P や PATF の多くにプロジェクトを通じた能力強化の結果様々な行動変容がみられ、また、プロジェク

ト活動を通じた国家統計の統計項目や、その統計資料の加工方法の改善、地方での事業参加者のエンパワ

ーメント、事業参加者家庭のドメスティックバイオレンスの減少、といったインパクトもみられた。さら

に、プロジェクトによって習得したジェンダー統計の技術を用いて、ドイツ開発公社（Deutsche Gasellschaft

fur Technische Zusammenarbeit：GTZ）が支援するプロジェクトにおいて C/P が技術提供をするという事例

もみられた。 

 

（5）自立発展性 

 PGM メソットに対しては、MoWA、関係省庁ともに有効性を高く評価しており、プロジェクト終了後も

活用されていく可能性は高いと考えられる。MoWA の C/P たちは、1 名を除き、全員が現職である NIS に

残り、現在行っている活動を継続していく予定であり、中央の 6 関係省庁から選出されている PATF18 名

中、15 名は既に GMAG のメンバーに任命されており、PATF の成果や各メンバーの能力は、GMAG に引

き継がれることが期待できる。 

 州の PATF も継続してジェンダー視点に立った取り組みに従事する立場にある。今後は、まだ機能の弱

い GMAG が、GMAP を実行に移すための予算の確保や GMAG 事務局体制の整備といったことに対する支

援が必要となる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

 プロジェクトが MoWA だけでなく複数の関係省庁を対象としたことで、省庁間の連携が促進された。ま

た、プロジェクト期間中に、外部条件として考慮されていた中央行政機関におけるジェンダー主流化の制

度化が進み、結果としてプロジェクト目標達成の貢献要因となった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

 MoWA と関係省庁が情報共有や、協力、時には競争をしながらプロジェクト活動が実施されたことで、

プロジェクトが効率的に実施された。さらに、プロジェクトの JCC は、MoWA 大臣を議長に関係省庁にお



いてジェンダー主流化推進に影響力をもつ幹部（副大臣、次官クラスも含む）を委員に開催され、単にプ

ロジェクトの進捗監理のみならず、プロジェクトの成果の内容の吟味を行うなど、プロジェクト目標の達

成に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

 C/P と PATF の能力が当初十分ではなかったため、彼らの基礎能力の強化を計画以上に優先する必要性が

生じた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

 プロジェクトの JCC には、MoWA 内の他局はメンバーに含まれておらず、省内の情報共有の場としての

機会は活用されなかったため、MoWA 内の情報共有や連携が十分ではない。 

 

３－５ 結 論 

 本プロジェクトは期待された効果を生み出したが、今後、プロジェクトの効果を MoWA の NIS 以外の部局や、

他の省庁のジェンダー主流化推進グループ（GMAG）に普及することが必要であり、そのために更なる支援が必

要とされている。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 プロジェクト終了までの提言 

 （1）今後、PGM メソットの普及のために、MoWA とプロジェクトは、現在ドラフト版である、PGM 手法マ

ニュアルの完成とその出版、ジェンダー平等局や社会開発局といった MoWA 内の関係局に対する PGM メ

ソットの紹介、将来利用が期待される組織や機関に対する PGM メソット紹介のための地域シンポジウム

（Regional Symposium）の開催、TWGG 会合での PGM メソットの情報や経験の共有、を行うことを提案す

る。 

 （2）プロジェクト活動を通じて作成された政策提言を政策や事業実施へ結びつけることが必要である。その

ために、プロジェクトと MoWA は、関係省庁の GMAG に対しワークショップを開催し、議論の場をもち

ながら、政策提言の実現に向けた取り組み方法について検討することを提案する。 

 

 プロジェクト終了後の長期的取り組みに関するカンボジア政府に対する提言 

 （1）PGM メソットの普及や、プロジェクト活動を通じて作成された政策提言の実現のためにも、関係 5 省庁

の GMAG の GMAP の事業化に向けての取り組み、関係 5 省庁の GMAG の事務局の実施体制の強化、GMAP

の事業実施のための予算獲得の支援等を通じた GMAG の体制強化を行うことが必要。 

 （2）PGM メソットを普及するために、MoWA 内の関係各局との、情報共有や連携の強化が必要である。その

ため、関係省庁との連携の調整が業務となっているジェンダー平等局や、経済的エンパワーメント分野の

政策立案を担当する経済開発局、その他すべての関係局との間で、情報共有や連携体制が強化されること

が必要。 

 （3）本プロジェクトでは実施されていなかったが、NGO の村落レベルにおける豊富な経験を活用しつつ、

MoWAのアカウンタビリティーを改善するためにNGOや市民社会との連携が強化されることが必要。PGM

メソットの政策立案プロセスに NGO を含めたステークホルダー会議を開催するステップを入れることも



検討されるべき。 

 

３－７ 教 訓 

 （1）事業実施を通じた教訓抽出型のアプローチは行政官の政策立案能力の強化にあたり有効である。 

 （2）基礎研修の充実は能力強化にあたり大切な点ではあるが、どの程度注力するかはプロジェクトの成果達

成にあたり必要な他の活動とのバランスを考慮しつつ判断されることが望ましい。 

 （3）MoWA だけでなく複数の関係省庁を対象とし、省庁間の連携を促進することで各セクターの事業におい

てもシナジー効果を発するアプローチはジェンダー主流化を推進するにあたり効率的である。 

 （4）プロジェクトには、国内支援委員会が設立されなかったため、支援やアドバイスを受けることができず、

試行錯誤を重ねる結果となった。同種の協力にあたっては国内支援委員会が設立されることが望ましい。

 （5）地方での事業実施を通じた能力強化をプロジェクト活動に含む場合は、専任の長期専門家の投入が望ま

しい。 

 （6）C/P の能力強化にあたり、プロジェクト予算による本邦研修のみならず集団研修を活用することで効率

性を高めることが可能である。 

 

３－８ フォローアップ状況 

未定 

 




